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東京証券取引所機械化システム
Tradingand Market hformation SYStemforTokYO Stock Exchange

東京証券取引所では,証券市場の拡大に対応するための証券流通機構の高度

化と情報サービスの充実を目的に,市場機械化システムを開発しこれを拡充さ

せてきた｡

このシステムは,市場第二部株式の全銘柄及び市場第一部株式の約8割の銘

柄の売買取引業務を処理する株式売買システムと,全国8証券取引所の市場情

報を国内外に伝達する相場報道システムから構成されている｡

両システムは,システム設計に折り込んだ種々の高信頼性･高性能を維持す

る方策によって,証券流通市場の中枢としての役割を果たすとともに,市場の

いっそうの効率化･活性化･近代化を推進する力として期待されている｡

山 緒 言

金融の自由化･国際化の進展に伴って,証券市場は急速に

拡大してきている｡

東京証券取引所は,証券流通市場機構の高度化･効率化を

目的として,昭和60年1月に新売買システム(株式売買システ

ム)を,また同年5月に新相場報道システム(相場報道システ

ム)を稼動させた｡以降,市場の拡大に対応して両システム(市

場機械化システム)をレベルアップしてきた｡

市場機械化システムは,証券流通市場の情報システムの中

枢に位置づけられるものであー),市場発展のかなめとなるシ

ステムとして内外から注目されている｡

本論文では,市場機械化システムの概要を述べるとともに

今後のシステム拡充の方向性を展望する｡

切 開発の背景と基本方針

2.1システム開発の背景と経緯

束京証券取引所での取引量は全国の約8割を占めており,世

界の取引所の中でもニューヨーク証券取引所に次いで2番目

の取引量となっている｡このような発展を遂げた理由の一つ

に,証券業界全体としての情報システムの高度化が挙げられる｡

各証券会社の情報システムは,投資家ニーズの多様化に対

応して拡大し,大規模化･高度化してきている｡これに対応

して,有価証券の流通市場の中枢である東京証券取引所は高

度の市場機能を備えた証券流通市場機構を実現するため,新

市場館への立会場の移転を契機に,市場機械化システムを導

入したものである｡

昭和60年4月に株式売買システムが全面稼動して以降,こ

のシステムで処理された銘柄(システム銘柄)の処理件数(日当

たり注文件数)は増加している(図1)｡

このような市場の活性化に対応して,株式売買システムに
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ついては,昭和62年1月に実施したシステムグレードアップ

(HITAC M-280HからHITAC M-680Hへ)をはじめとして,

システムを継続的に拡張してきた｡

一方,市場情報を全国に伝達する相場報道システムについ

ても,証券会社システムとの情報直結の実現,大阪証券取引

所システムとの連結による株価通報回線網の一元化など,情

報ネットワークの拡充を図るとともにサービス情報のレベル

アップを継続的に実施してきた｡

現在は,昭和63年春本稼動を目標に,株式売買システムへ

の外国株式取込みをはじめとする業務拡張及び国債･株価指

数両先物取引の機械化システム(先物売買システム)の導入を

進めている｡

2.2 システム開発の基本方針

市場機械化システムは証券流通市場のかなめとなる公共性

の高いシステムであり,その開発･拡張に際しては高信頼性･

高性能を確保することが基本要件である｡そこで,次の基本

方針に従い,システムの開発･更改を行ってきた｡

(1)システム障害につながる重要機器は,高信頼度を維持す

るために,二重化又はバックアップ系を設置する｡

(2)ソフトウェアの設計に当たっては,フェイルセイフの思

想を取り入れ,障害の局所化を図る｡

(3)ソフトウェアの信頼度を大幅に高めるために,あらかじ

め十分なテスト期間を設けた開発計画とする｡

(4)システムの自動障害回復時間を,これまでのシステムと

同等の2分以内とする｡

(5)中央ソフトウェアのオンライン制御部は,性能を向上さ

せるために,専用プログラムを開発する｡

(6)システムの拡張に際しては,既存の業務及び既設の機器

への影響を極力抑えることによって,利用者の負担を軽減する｡

*東方く北券取引所システム第一部 **日立製作所大森ソフトウェア工場
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図lシステム銘柄処理件数の推移 株式売買システムが全面稼動して以降,システム銘柄の注文件数は増加している｡

田 システムの構成と特徴

3.1システムの概要

東京証券取引所の正会員である92の証券会社のほか,全国

各地と証券情報網を構築している市場機械化システムを中心

とした証券情報の流れを図2で説明する｡

(1)投資家は各種の情報を分析して,売買を注文する｡

(2)証券会社では,当該注文がシステム銘柄であれば,株式

売買システムの端末から注文を入力し,立会場銘柄であれば

立会場へ発注する｡

(3)株式売買システムでは,システム売買量(システム銘柄の

売買取引を指示するオ取会員※)端末,売買取引を監視する売買

管理端末が設置されている｡)のオ取会員の指示に従い,機械

的に取引を締結させ,次いで当該証券会社に結果を送信する

とともに,各種の情報を相場報道システムへ送信する｡

(4)一方,立会場へ出された注文は,オ取合貞への発注,取

引の締結,結果の通知などが人手で処理される｡また主要情

報は,取引所職則こより相場報道システムに入力される｡

(5)相場報道システムでは,株式売買システム及び立会場か

ら入力された情報を編集加工し,全国証券会社店頭などに設

置されている各種の通報端末をはじめ,証券会社システム,

証券情報企業システム,新聞通信社などに広く伝達する｡

(6)投資家は,通報端末･証券情報企業システム及び新聞通

信社システムから提供される各種サービス情報などをもとに,

投資判断を行うことになる｡

3.2 システム構成

市場機械化システムは,株式売買システムと相場報道シス

テムから構成されており,両システムは構内回線で接続され

ている｡

※)オ取会員:東京証券取引所で,売買取引の媒介業務を専業と

する証券会社を言う｡
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市場機械化システムの構成を図3に示す｡

(1)中央システム

市場機械化システムの中央処理機構は,デュプレックス構

成のホットスタンバイ方式を採用している｡株式売買システ

ムはHITAC M-680H(主記憶部32Mバイト)2セット,相場

報道システムはHITAC M-260K(主記憶部20Mバイト)2セ

ットの構成となっている｡

(2)端末システム

市場機械化システムには,多数の専用端末装置が接続され

ている｡表1に株式売買システム正会員端末装置の設置状況

を,表2に相場報道システム株価通報端末の設置状況をそれ

ぞれ示す｡

3.3 システムの特徴

市場機械化システムの大きな特徴の一つに,証券会社シス

テム,証券情報企業システムなどの外部システムと接続され,

全体として高度な証券情報ネットワークを形成していること

が挙げられる｡また,この中枢としての機能を果たすために,

他に類例のないほどの高信頼性･高性能を持っていることも

特徴のひとつに挙げられる｡

(1)証券会社システムとの情報直結

市場機械化システムは,時々刻々変化する株価などの情報

を広く伝達するため,表3に示す外部システムと接続されて

いる｡

特に,昭和61年春に開始した相場報道システムと証券会社

システムとの情報直結は,証券会社システムの高度化とあい

まって投資者への情報サービスのいっそうの向上が図られる

ことになった｡

会員証券会社は,3種の外部出力回線の中から希望する回

線を選択し,接続することができる｡接続できるシステムを

次に示す｡

(a)会員証券会社のシステム

(b)会員証券会社の関連会社のシステム
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図2 市場機械化システムを中心とした証券情報の涜れ 市場機械化システムは正会員92社のほか,全国各地の証券取引所,証券会社店頭と

結ぷ証券情報ネットワークを構築している｡

表l株式売買システム正会員端末装置の設置状況 東京証券取

引所の正会員となっている証券会社には,各社の注文量及び社内業務処

理形態に応じた端末装置が設置されている｡

注:昭和62年8月末

略語説明 OCR(OpticalCharacterReader),+p(ラインプリンタ)

表2 相場報道システム株価通報端末の設置状況 全国各地の証

券会社店頭などに株価通報端末が設置され,市場情報をリアルタイムに

提供している｡

注:昭和62年8月末
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図3 市場機械化システムの構成 市場機械化システムは,株式売買システムと相場報道システムから成り,中央処理機構は,デュプレックス

構成のホットスタンバイ方式を採用している｡

(C)会員証券会社が委託･利用する第三者のシステム

情報直結回線は,同一情報を同時に複数の相手先に送出す

るために分配装置を介しており,この分配装置の収容可能回

線数内であれば,中央システムを変更することなく接続シス

テムを追加可能としている｡

(2)大阪証券取引所相場報道システムとの連結

近畿地方の証券会社店舗の大半及び北陸,中国,四国地方

の証券会社店舗の一部は,大阪証券取引所相場報道システム

(以下,大証システムと略す｡)の株価表示装置と東京証券取引

所相場報道システムの株価表示装置を併設していた｡これら

併設店舗では,株価表示装置の制御装置及び引込み回線が二

式必要となり,スペース的にも経済性の面からもその一元化

が望まれていた｡

こうしたニーズにこたえて,昭和61年10月に,大証システ

ムと通信回線で結び株価通報回線網の一元化を実現した｡こ

の結果,大阪証券取引所の市場情報が,名古屋証券取引所ほ

か5証券取引所の情報を含む東京証券取引所の市場情報とと

もに,一元化された株価通報回線に出力されることになった｡

大証システムとの連結概念図を図4に示す｡

(3)高信頼性の確保

62

市場機械化システムは,証券流通市場の情報システムのか

なめとなるものであI),システムの高信短性の確保は基本要

件の一つである｡以下に,この側面からみたシステムの特徴

と実現手段について述べる｡

(a)ホットスタンバイ方式によるシステム自動切替え

中央システムは,現用系と予備系で構成され,予備系シ

ステムはプログラムを起動して待機するホットスタンバイ

方式を採用し,障害発生時は2分以内に自動的に業務を再

開できる方式とした｡これを実現するために,システムの

動作状況を常時監視して異常検出時に自動的に予備システ

ムへの切替えを制御するシステムコンソールを開発すると

ともに,予備システムでの回復機能を強化した｡

(b)回線,端末系の障害対策

取引所端末及び一会員で複数台設置の正会員端末につい

て回線ルートの分散を行い,通信回線網の危険分散を図っ

た｡また,特定の正会員端末が障害となった場合に備えて,

取引所内で共同に使用できる障害時用端末システムを設置

し,当該会員の売買取引業務の続行を可能とした｡通信回

線ルート分散方式と障害時用端末システムの概要を図5に

示す｡



東京証券取引所機械化システム 269

表3 相場報道システムに接続される外部システム 日本全国に設置された殊価通報端末のほか,QUICK,新聞通信社,証券会社の各システ

ムに対L情報を提供している｡

回 線区分 株価通報端末用回線 証券情報企業システム用回線 新聞通信社システム用回線

送

信

情

報

銘
柄

別
送

信
情
報

四 本 値 リアルタイム リアルタイム リアルタイム

気 配 値 段 リアルタイム リアルタイム リアルタイム

一 般 気 配

リアルタイム指註妄諾謡恵券誤認完誤認･も慧苦設盲ヂ)
約定値段の歩み リアルタイム リアルタイム

売 買 高 各立会終了時 システム銘柄はリアルタイム立会場銘柄は各立会終了時 各立会終了時

債券利回り

CB･WBパリティ

リアルタイム

リアルタイム

リアルタイム

市 況 情 報 リアルタイム

統 計 情 報 定時点 定時点 各立会終了時

通

信

方

式

接

通 信 速 度 4′800bps(旧端末はl′200bps) 4万8′000bps 2′400bps

通 信 方 式 単向通信方式 単向通信方式 単向通信方式

同 期 方 式 SYN符号による同期式 SYN符号による同期式 SYN符号による同期式

誤 り 検 出 方 式 CRC方式 CRC方式 垂直パリティチェッ久水平パリティチェック

使 用 コ
ー ド +lS8に準ずる｡ EBCDIKに準ずる｡ +lS7に準ずる｡

使用回線

続先

特定通信回線D-1規格 特定通信回線符号品目 特定通信回線符号品目

●共同通信社

●時事通信社

●株イ西通報端末

●株式新聞社

●日本テレメテ√ィァサービス

●日本電信電話株式会社(証券アンサー)

●日本放送協会(日本文字放送)

●データウェーブ

●QUICK

●野木寸言登券株式会社

●共同コンピュータ

●野村設券株式会社
●日本短波放送

●株式新聞社●大手口語券株式会社 ●大和芸喜券株式会社

(昭和62年9月現在) ●日興昌登券株式会社 ● 日興云登券株式会社 ●株式市場新聞社

●日本放送協会(日本文字放送)
●三洋言正券株式会社 ●三洋言正券株式会社

●Lリー言登券株式会社 ●山一言登券株式会社

●第一諒券株式会社 ●新日本吉正券株式会社 ●ロイター･ジャパン
●和ラモ言正券株式会社 ●コスモ言正券株式会社

●ボント･データ･ジャパン
●山種言正券株式会社

●岡三言正券株式会社

●モノレガンスタンレーインターナショ

ナル言正券株式会社

●日本勧業角丸吉正券株式会社

注:略語説明 CB(ConvertibleBond),WB(Warrant Bond),CRC(CyclicRedundancyCheck)

(回線網一元化前)
大阪証券取引所

相場報道システム

Å

///.入/ /

[∃
} し一一--Y一----ノ

A B

(回線網一元化後)
大阪証券取引所

相場報道システム

東京証券取引所

相場報道システム

東京証券取引所

相場報道システム

注:1.A店舗は,大阪証券取引所相場報道システムの株価表示装置の設置店舗

2.B店舗は,東京証券取引所相場報道,大阪証券取引所相場報道両システ

ムの株価表示装置併設店舗

3.C店舗は,東京証券取引所相場報道システムの株価表示装置の設置店舗

図4 大阪証券取引所相場報道システムとの連結概念図 大阪証

券取引所相場報道システムと通信回線で連結L,株価通報回線網の一元

化を実現した｡

(c)主要ファイルの二重苦き

市場機械化システムは,有価証券の売買取引業務を処理

するため,ファイル障害によ-)データが喪失した場合の影

響は計り知れない｡そこで主要ファイルを二重書きし,フ

ァイル障害が発生した場合,正常系のファイルだけを用い

た縮退構成で処理が続行できる方式を採用した｡

(4)高性能の実現

取引所業務の特性から,データ発生の集中度が高〈,1分

間に約5,000～6,000件の入力データが発生するうえ,1件の

データで複雑なファイルアクセスや回線との送受信を伴う処

理が必要となる｡そこで,本システムでは以下に述べる方策

により高性能を実現した｡

(a)専用の通信制御,オンライン制御及びファイル制御の

各プログラムを開発した｡

(b)入力処理,内部処理,出力処理の各々を非同期に処理

する業務処理方式を採用した｡

(c)アクセス頻度の高いファイルについては,高速の半導

体記憶装置を採用した｡

(d)通常処理でのファイルジャーナル取得負荷を軽減する

とともに,回復処理を高速化するため基本ファイルとスタ

ートジャーナルだけによる回復方式を採用した｡

また,データの集中度は時間的なものだけでなく,特定

の銘柄への偏在,更には特定の値段への偏りがある｡この
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図5 回線のルート分散と障害時用端末システムの概要

ステムを設置して障害時に備えている｡

ため,更に次に述べる方策で高性能を維持している｡

(e)システム全体の注文と個別の銘柄の注文について,仕

掛り中の件数を監視する｡両者ともそれぞれの規定値を超

えたとき,注文量の多い銘柄については,いったん処理の

一部を簡略化することで処理効率を高め,負荷が定常状態
となったときに,まとめて再処理し,通常処理に復旧する

方式を開発した｡

(f)データの偏りが大きいファイルについて,図6に示す

ように,大きさの異なるレコード群を用意し,件数に見合

った大きさのレコードを使用する方式を開発した｡これに

よりデータ件数が多いときのファイル入出力時間を短縮す

るとともに,ファイル容量の効率化も実現した｡

臼 システム設計上の留意点

4.1信頼性

市場機械化システムでは,次に示す方策により高信頼性を

確保した｡

(1)中央システムは,ハードウェアの二重化に加え,システ

ムコンソールによる電源制御,構成制御及びシステム状態表

示機能を設け,オペレータの誤操作防止と障害への迅速な対

応を可能とした｡

(2)パターン別定時起動制御,テーブル設定に基づくファイ

ルジャーナル制御,及び運転状態監視などを行う運転支援プロ

グラムを開発し,オペレータの負荷軽減,安全運転を実現した｡

(3)障害ファイルの切艶し運転,異常銘柄の切離し運転のほ

か,タイミングによる障害発生時は,他系切替えによるシス

テム再立上げで回復できるように,フェイルセイフの思想を

取り入れた｡

(4)ダウン回復処理の一部を並行処理する方式の採用によっ

て,回復時間の短縮を実現した｡

4.2 性 能

市場機械化システムでは,ファイル構造及び内部処理方式
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回線のルート分散に加え,障害時専用の端末シ

の改善を行い,データ量の大幅な増加に対しても,ファイル

入出力時間が増加しないよう工夫した｡

特に,特定銘柄に注文が集中してもシステム全体で処理遅

れが発生しないように,多量注文銘柄対策を施した｡

更に,オ取会員からの付合せ指示について,直前の約定値

段と同値の場合,自動的に付合せ処理を行う機能を設けた｡

また,1回の指示に対する約定内容応答情報が規定件数以上

のとき,オ取会員端末のプリンタ装置への出力を集約内容だ

け印字し,必要に応じて詳細情報を再送印字する機能を実現

した｡これらの機能により,データ集中時の運用の円滑化を

図った｡

株式売買システムと相場報道システムとの間は,多量のデ

ータを追い越すことなく効率的に送信するために,構内通信
回線3本に対し,銘柄ごとの論理回線を設定し,伝送効率の高

いHDLC-BA(HighlevelDataLinkControIProcedures-

BalancedOperationAsynchronousBalancedMode)で接続

した｡

4.3 テストと移行

公共性の高い市場機械化システムでは,その品質確保が重

要課題であり,かつ関係するシステムが多数に及ぶため,各

種のテストと本番への移行については,次に述べる方式で対

応した｡

(1)テ スト

テストについては,可能な限r)期間を確保してきめ細かな

確認を行うために,次の考え方でテストを実施した｡

(a)プログラムテストは,中央･端末システム共に,本番

稼動時に近いシステム環境下で実施する｡

(b)実務面でのあらゆるケースを想定した業務仕様確認テ

ストの期間を十分に確保し,実務に即したテストを実施す

る｡

(c)多量データによる過負荷テスト及び外部システムとの

接続テストでは,テストが可能なデータの内容及びテスト
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A～D各グループ1レコード

には,それぞれ(巫)～(垂)
件のデータが格納できる..

(1)データ件数が少ない

ときは,Aグループに作成す

る.､

(2)Aグループでデータ件

数が(砂十1になると,Bグ
ループヘ移し替える｡使用
していたAグループのレコー

ドは,空きレコードとLて

再使用可となる｡

(3)上記(1),(2)のよう

にデータ件数が増加すると,

順次A-B→C→Dと大きな

レコードに移し替えられる=

(4)最後のDグループを
超えるデータが発生したと

きは,Dグループ内でチェ

ーンする｡

図6 データ件数の偏りに対するファイル管理方式 データの偏りが大きいファイルにつ

いて,レコードサイズの異なるレコード群を用意し,能力向上と容量効率化を実現した｡

時間帯に制約があるため,図7に示す各種のデータゼネレ

ータ及びシミュレータを開発し,テスト効率を向上させる｡
(d)外部接続システム開発担当者との連携を密にし,テス

ト内容,時間帯,テスト要員などを調整した上で,関連す

る全部署が参加する運用訓練･総合テストを実施する｡

(2)移 行

関連部署や外部システムへの影響及び環境や運用面を含め

た移行上の不具合発生時の影響を考慮して,システムを段階

的に移行する方式を採用してきた｡

また,業務上の制約から稼動開始の前日にファイルを含め

た一括切替えとせぎるを得ないケースについては,移行用プ

ログラムの開発と事前リハーサルの徹底によr)万全を期した｡

更に,新システム稼動後に問題が発生するケースに備えて,

旧システムに戻れるよう逆移行プログラムも準備した｡

4.4 稼動監視

業務データ量の変動は,オンラインシステムの稼動状態を

監視するための重要な指標の一つである｡業務データ量の管

理には,トランザクション件数をリアルタイムに把握できる

機能と,業務データ量を集計し統計的に分析する機能が有効

と考えられる｡

市場機械化システムでは,システムの安定稼動を■維持する

ために必要な,業務データ量を管理する稼動監視機能を充実

させた｡

(1)トランザクション件数のリアルタイム監視

主要トランザクション件数をオンライン業務処理中に逐次

カウントし,コンソールディスプレイ装置に表示する専用の

トランザクションモニタを開発した｡このモニタによりオン

ラインシステムの負荷を時々刻々把握し,監視することがで

きる｡

また,トランザクション件数が増えてファイル容量が限界

に近づいた段階で,コンソールディスプレイ装置に警告メッ

セージを表示する機能をオンラインプログラムに組み込んで

いる｡

(2)業務データ件数の集計管理

1日の業務データ件数を把握するために,データ集計プロ

グラムと呼ぶプログラム群を開発した｡これは,当日のオン

ラインジャーナルを入力し,処理したデータ件数を時間帯ご

と,入力端末ごと,データ種別ごとなど種々の方法で集計す

る機能を持っている｡

切 今後のシステム展開

金融の自由化･国際化の進展に伴って,証券流通市場は今

後もいっそう拡大･活性化していくと考えられる｡これに対

応するため,証券会社の第三次オンライン化をはじめとして,

証券業界全体としての情報システムのいっそうの高度化が進

められつつある｡

証券流通市場のかなめである東京証券取引所の市場機械化

システムについても,次に述べるようなシステム拡充が今後

必要になると考えられる｡

(1)機械化範囲の拡大

市場機構をより効率化するために,機械化範国をより拡大

することが必要と考えられる｡現在,外国株式取引の機械化,

立会場銘柄250銘柄のうち100銘柄をシステム銘柄化するとと

もに,国債･株価指数先物取引の機械化を推進している｡

(2)証券会社システムとの連携強化

現在,証券会社システムとの情報直結を実現しているが,
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テストの
ポイント

データゼネレータ,シミュレータの概念

磯

能
仕

様
テ

端末 竺CPU 聖霊 端末

惑叢g/≡≡要望孟夏軍至芸罰賃
ス 使用できる仕組み｡ プログラム ス

ト

中
心 ②カ′阜′主す′∵き御′④

三部

②端末からのデータを,中央の

カードリーダから入力できる ④端末への出力結果

仕組み｡ をリストに見やすく編集出

力し,テスト結果の検証を

援助する仕組み｡

過

負
荷
テ

ス

卜

中

端末 竺CPUオンライン彬ラム既望

%宏器岩男ヽ

①警警買竺言 パラメータ

を統合L,/I

琴′二竺ヨ〒禦②②賢塁望三を
心

ォンラ肇禦
芸…喜き羞

③ 生させる仕

須安彷ク王幸三仁≠方杉諺
組み0

③2台のCPUを使用L,1台は端末をシミュレートし,

多量のデータの送受信ができる仕組み｡

注:略語説明 CP〕(中央処理装置)

図了 各種テスト用データゼネレータ,シミュレータの概要 テストの目的に合わせた各

種治工具を開発し,テストを効率化Lて品質の向上に努めた｡

売買取引結果をより迅速に証券会社システムに伝達するため

に,株式売買システムと証券会社システムとを接続する業務

直結が今後いっそう必要になってくると考えられる｡

(3)市場情報サービス機能の拡充

株価通報回線などへの東京証券取引所株価指数(TOPIX)

のリアルタイム出力など,多様化するニーズに対応して,伝

達情報のいっそうの拡充を図るとともに,伝達情報の量的,

質的拡充に対応して,伝達方法の効率化が必要と考えられる｡

凶 結 言

証券取引の国際化が一段と進展するなかで,証券流通市場

間の国際兢争も激化の方向をたどっている｡東京証券取引所

の市場機械化システムは,こうした国際間の競争に勝ち抜く

ために必要な市場の効率化を追求する一つの型として内外か

ら注目されている｡

こうした状況の中で,市場機械化システムは稼動開始以降
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ノーダウンで順調に稼動しており,投資家及び市場関係者か

ら高い評価を得ている｡市場機械化システムは,質的向上も

含め,今後も順次拡充していく計画であるが,本システムの

一段の拡充が,東京証券市場の信頼性の向上と効率化の推進,

ひいては国際競争力の強化に役立つと期待されている｡
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